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●2025年3月期業績予想（通期）
売上高 3,720億円
営業利益 285億円
経常利益 310億円
親会社株主に帰属する
当期純利益 239億円
受注高 4,000億円
繰越高 3,689億円

159,910164,370150,801

338,831
363,366

■ 中間期 ■ 通期

2022年度 2024年度

●売上高 （単位：百万円）

9,779
8,205

1,555

15,326

24,192

■ 中間期 ■ 通期

2022年度 2024年度

●営業利益 （単位：百万円）

8,192
6,021

1,462

12,227

19,612

■ 中間期 ■ 通期

2022年度

2023年度

2023年度 2023年度 2024年度

●親会社株主に帰属する中間・当期純利益 （単位：百万円）

●売上高構成比 

一般設備
67,802百万円

42.4%

産業設備
88,445百万円
55.3%

設備機器の製造・販売事業
3,571百万円
2.2%

その他
90百万円

0.1%

2024年度
中間期

ごあいさつ 2024年度中間期レビュー

企業理念

●通期の見通し
　2025年3月期通期の業績につきまして、
主に個別での大型工事における効率的な
施工体制等による順調な工事進捗に加え、
受注および施工段階における採算改善の
継続等を見込み、連結・個別ともに予想
数値を修正いたしました。通期受注高予
想につきましては、主に個別において半
導体関連を中心とする製造業、ならびに
非製造業での建設需要が堅調に継続して
おり、施工体制を勘案した受注活動を通
じ、連結・個別ともに予想数値を修正い
たしました。詳細につきましては、2024
年11月1日公表の「業績予想ならびに配
当予想の修正に関するお知らせ」をご参
照ください。

　株主の皆様には、格別のご高配を賜り、心から厚く御礼

申しあげます。

　ここに、当社第145期中間累計期間（2024年4月1日か

ら2024年9月30日まで）の概況についてご報告申しあげ

ます。

　株主の皆様におかれましては、今後とも当社の発展に

ご期待いただき、なお一層のご支援を賜りますようお願

い申しあげます。

代表取締役社長 社長執行役員

高砂熱学グループ 長期ビジョン2040Create our PLANET, Create our FUTURE

コア事業から得られる資金を
事業領域拡大に向けた
成長投資に振り向ける

第1フェーズ（2023-2026）

300億円

FY2022

166億円

400億円
カーボン

カーボンコア事業コア
事業

成長事業

FY2026目標FY2023計画

170億円
コア
事業

コア事業

海外事業が伸長、
DXによる新たな価値創造

カーボンニュートラル事業が収益化

第2フェーズ（2027-2030）

成長事業

カーボンニュートラルに資する
新たな事業セグメントを確立する

第3フェーズ（2031-2040）

FY2040

KGI（2026年度）

連結経常利益 300億円
CO2排出量削減（2022年度対比）

・スコープ１・２…△16.8%※1

・スコープ３‥‥…△10.0%※2

12%程度連結ROE

資本効率の向上収益力の強化 地球環境への貢献

高砂熱学グループ 長期ビジョン2040 Create our PLANET, Create our FUTURE
これまでの空気調和技術を基軸に環境創造の事業領域を拡げ、従業員一人ひとりが社内外の多様な人財と高め合い、

環境クリエイター®として常に挑戦し、ビジネスパートナーと環境価値を共創する。

飛躍の10年
成長実現の4年間

未来への船出の4年間
Step for the FUTURE

トランジション

ニュートラル

※1 1.5℃目標を実現するために必要な削減率
※2 上記※1の目標に準じたスコープ3の削減率
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TOPICS

　建設工事に欠かせない重要なパートナーであ
る協力会社との関係性や連携をさらに強化するた
め、「エクセレントパートナー認定制度」の運用を
開始いたしました。パートナー企業の貢献に報い
るため、認定された協力会社に対して、社員や
作業員の採用活動に対する支援を行う他、後継
者育成に対する経営セミナーを企画する等、パー
トナー企業が抱える経営の困りごとに対する支援
を行います。
　日本の生産年齢人口が減少していく中、建設
各社にとって大きな課題である施工体制の確保・
強化に向け、当社と一緒に顧客の価値向上を目
指すパートナー企業を増やし、対応してまいります。

協力会社との関係一層強化
「エクセレントパートナー認定制度」スタート

　三菱商事株式会社、高砂熱学工業株式会社、北海道電力株式会社およびエア・ウォーター北海道株式会社の4社は、
北海道千歳エリアにおけるグリーン水素供給に向けた共同検討に関する協定を締結いたしました。4社が事業化を目指す千
歳エリアは、北海道の空の玄関口である新千歳空港や、様々な企業群が集積している工業団地を有しています。さらに、
次世代半導体の量産製造拠点の立地が決定していることから、脱炭素化の手段としてグリーン水素の活用ニーズが見込ま
れます。4社は今後、協定に基づき、地産地消型のグリーン水素供給に向け、需要家の皆様のニーズも踏まえて、水素製
造・貯蔵サイト候補地
の検証や輸送方法な
どの最適な供給方法
の検討を進め、2030
年までに水素拠点を
構築し、グリーン水素
のサプライチェーンの
実現を目指してまいり
ます。

北海道千歳エリアにおけるグリーン水素供給に向けた共同検討について

▪「FTSE Global Equity Index Series
（GEIS）」中型株に区分、「FTSE All-World 
Index」の構成銘柄に選定

9月7月6月5月4月

　公益社団法人空気調和・衛生工学会が主催する業績表彰において7部門で受賞し、5月10日に明治記念館において表
彰式が執り行われました。表彰式では、論文賞、技術賞の受賞代表者が登壇し、次のようにスピーチを行いました。「開発
したシステムの実導入を通じて、我が国のカー
ボンニュートラルに向けた低温排熱や未利用熱
の有効利用の促進に繋がるよう努めたい。」「受
賞の取り組みが参考になり、今後も増床が続く
データセンターの省エネや省CO₂に少しでも貢
献できれば幸いである。」
　なお受賞7部門は以下の通り。第62回学会
論文賞【学術論文部門】、第62回学会賞技術
賞【技術賞建築設備部門】、第62回学会賞技
術賞奨励賞、第24回特別賞十年賞、第12回
特別賞リニューアル賞、第38回振興賞・技術
振興賞、第1回コミッショニング賞

2023年度 空気調和・衛生工学会業績表彰において7部門で受賞
▪�SBTイニシアティブから 
「ネットゼロ目標」の認定を取得

▪「FTSE Blossom Japan Sector Relative 
Index」の構成銘柄に連続選定

▪�BIMを中核とした業務プロセスの確立から、 
DX/データ活用による生産性向上とGX実現に向けた 
新たな「戦略的提携に関する覚書」（MOU2.0）を 
米国Autodesk社と締結

▪�『高砂熱学百年史』を当社「100周年サイト」に公開

「高砂熱学百年史」
https://www.tte-net.com/100th/100nenbook/

▪�経済産業省「令和5年度 分散型エネルギーリソースの更なる活用実証事業」を完了
▪�ESG指数「ＳＯＭＰＯサステナビリティ・インデックス」構成銘柄に選定

　株式会社ＪＰＸ総研および株式会社日本経済新聞社が共同で算出・公表している「JPX日経インデックス400」（以下、
JPX日経400）の構成銘柄に選定されました。JPX日経400 は、資本の効率的活用や投資者を意識した経営観点など、
グローバルな投資基準に求められる諸要件を満たした「投資者にとって投資魅力の高い会社」で構成され、日本企業の魅
力を内外にアピールするとともに、その持続的な企業価値向上を促し、株式市場の活性化を図ることを目的に開発された株
価指数です。

「JPX日経インデックス400」の構成銘柄に選定

8月

3 4



株主還元について

　財務の健全性や成長に向けた投資とのバランスを勘案した上で、配当による株主還元を基本としています。
　配当性向40%を目途に持続的な利益成長に応じて配当を増やしていく累進配当とし、自己株式の取得は、中長期的に株主価値を
高める観点から、「健全性」と「資本効率」を踏まえつつ、市場環境や資本水準、事業投資機会等を総合的に勘案し、機動的に実
施することとしております。
　当期における当社の中間配当金は1株あたり65円とさせていただきました。また、期末配当金につきましては、2025年3月期業績
見通しが直近の配当予想公表時における予想値を上回ること等を勘案し、配当方針に基づき、期末の普通配当金を1株あたり65円
から79円へと14円引き上げ、年間の普通配当金は、1株あたり130円から144円に修正いたします。

連結財務諸表

●配当金総額・自己株式取得額の推移 ●配当の推移

●連結損益計算書

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度（予定）
0

3,000

6,000

9,000

12,000

3,932

4,104

5,999

4,236

10,103
8,675

9,732

672

8,003

2024年度 中間期

159,910
売上高

26,683

売上
総利益

9,779
営業利益 11,134

経常利益133,227
売上原価

16,903

販売費及び
一般管理費

1,847
営業外収益

453
特別利益

3,143
法人税等

11,576

税金等調整前
中間純利益

492
営業外費用

11
特別損失 8,192

親会社株主に
帰属する

中間
純利益

●連結貸借対照表 ●連結キャッシュ・フロー計算書

8,205

2023年度 中間期

164,370
売上高

営業利益
9,256

経常利益

6,021

親会社株主に
帰属する

中間
純利益

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度（予定）
0

20

40
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100

160

140

120

56 60 63
119

10

144
129

【 連結業務 】
◦受注高　製造業、非製造業ともに豊富な情報量のもと繰越
高と併せ、過去最高を継続して更新。旺盛な建設需要に対応
するため、オフサイト施工の活用等も含め、柔軟な施工配員体
制を構築し、計画的な受注活動を推進
◦売上高　前年同期は、産業設備分野での大型工場の新築工
事において、出来⾼進捗の集中があったため、反動等により減収 
◦営業利益　受注や施工段階での採算改善に向けた取り組み
等により、成⻑戦略の実⾏に伴う販管費の増加をカバーし、各
段階利益・利益率ともに過去最⾼を更新

【 事業環境 】
◦企業収益や雇用・所得環境の改善の動きなど、緩やかな回
復基調のもとで推移
◦製造業ならびに非製造業における堅調な設備投資のもと、建
設需要は底堅く継続

業績のポイント

2024年度 中間期

49,064

21,159現金及び
現金同等物の

期首残高

営業活動による
キャッシュ・フロー

592

現金及び
現金同等物に
係る換算差額

44,939

現金及び
現金同等物の
中間期末残高

△2,629

投資活動による
キャッシュ・フロー

△23,247

財務活動による
キャッシュ・フロー

※自己株式取得額には役員報酬BIP信託を含んでおりません。

 記念配当　  配当金総額　  自己株式取得額

（単位：百万円） （単位：円）

 記念配当　  1株あたり年間配当金

2024年度 中間期末2023年度末

301,254
340,106

211,652

89,602

248,386

91,720

2024年度 中間期末2023年度末

301,254
340,106

25,694

106,374

169,185

26,125

146,750

167,231

 流動資産
 固定資産

（単位：百万円）

（単位：百万円） （単位：百万円）

【 総資産 】  流動負債
 固定負債
 純資産　

【 負債純資産 】

会社情報（2024年9月30日現在）

●株式の状況

発行可能株式総数� 200,000,000株

発行済株式の総数� 67,521,356株
（自己株式 2,718,046株を除く）

株主数� 11,026名
（前事業年度末比 540名増）

所有者別株式分布

金融機関
36.17%

個人その他
25.30%

国内法人
18.85%

外国人
15.06%

証券会社
0.75%

自己株式
3.87%

株式情報（2024年9月30日現在）

●会社概要

社　　名
高砂熱学工業株式会社
Takasago Thermal Engineering Co., Ltd.

設　　立
1923年（大正12年）11月16日

所 在 地
〒160-0022
東京都新宿区新宿六丁目27番30号

資 本 金
13,134百万円

従業員数
5,825名（当社 2,326名）

ホームページ
https://www.tte-net.com/index.html

●大株主（上位10名）

株主名 持株数 持株比率
（千株） （％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 7,190 10.64
日本生命保険相互会社 4,560 6.75
第一生命保険株式会社 4,231 6.26
高砂熱学従業員持株会 2,995 4.43
高砂共栄会 2,813 4.16
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2,619 3.87
株式会社みずほ銀行 1,210 1.79
株式会社三菱UFJ銀行 1,039 1.53
株式会社京王閣 1,016 1.50
BOFAS INC SEGREGATION ACCOUNT 852 1.26

（注）1. 持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
2. 持株比率は、自己株式（2,718,046株）を控除して計算しております。
3. 持株比率は、小数点第3位以下を切り捨てて表示しております。
4. ‌�自己株式には、「役員報酬BIP信託」が保有する当社株式（588,542株）は含まれて

おりません。
5. ‌�自己株式には、「株式給付信託（J-ESOP）」が保有する当社株式（262,000株）は含

まれておりません。

●役員一覧

代 表 取 締 役 社 長
社 長 執 行 役 員 小島　　和人

取 締 役 副 社 長 執 行 役 員 久保田　浩司 営業本部長 兼 研究開発本部管掌

取 締 役 専 務 執 行 役 員 神谷　　忠史 技術本部長 兼 関係会社担当 兼 DX部門管掌
兼 事業戦略統括部管掌

取 締 役 執 行 役 員 森野　　正敏 財務・IR統括部長 兼 リスク・コンプライアンス担当
兼 コーポレート部門管掌

取 締 役 内野　　州馬

取 締 役 髙木　　　敦

取 締 役 関　　　葉子

取 締 役 森本　　英香

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 中村　　正人

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 榊原　　一夫

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 日岡　　裕之

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 若松　　弘之

（注）1. ‌�2023年６月23日開催の定時株主総会において定款の変更が決議されたことにより、当社は同
日付をもって監査等委員会設置会社に移行しております。

2. 取締役の内野州馬氏、髙木敦氏、関葉子氏および森本英香氏は、社外取締役であります。
3. ‌�取締役（監査等委員）の榊原一夫氏、日岡裕之氏および若松弘之氏は、社外取締役（監査等委

員）であります。
4. ‌�上記の社外取締役７氏は、東京証券取引所有価証券上場規程に定める独立役員に指定され、同

取引所に対する届出がなされております。
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〒160-0022 東京都新宿区新宿六丁目27番30号
電話 03（6369）8212（代表）
https://www.tte-net.com/index.html

I R
カレンダー

配当金お支払いの際にご送付しております「配当金計算書」は、租税特別措置法の規定に基づく「支払通知書」を
兼ねております。確定申告の際は、その添付資料としてご使用いただくことができます。
ただし、株式数比例配分方式をご選択いただいている株主様につきましては、源泉徴収税額の計算は証券会社等に
て行われます。確定申告の際の添付資料につきましては、お取引の証券会社等にご確認をお願い申しあげます。

配当金計算書について

事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

定 時 株 主 総 会 毎年6月開催

基 準 日 定時株主総会の議決権・期末配当 3月31日　中間配当 9月30日
その他必要があるときは、あらかじめ公告する一定の日

株 主 名 簿 管 理 人
三菱UFJ信託銀行株式会社

特別口座の口座管理機関

郵 便 物 送 付 先
［ お 問 い 合 わ せ 先 ］

〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部　電話 0120-232-711（通話料無料）

単 元 株 式 数 100株

特別口座の口座管理機関
電子公告により当社ホームページに掲載 https://www.tte-net.com/index.html
ただし、やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、
日本経済新聞に掲載

株主メモ

 三菱UFJ信託銀行株式会社
証券代行部までお問い合わせください。

（平日午前9時〜午後5時）
0120-232-711

 ◦特別口座に関するご照会
 ◦郵送物の発送と返戻に関するご照会
 ◦支払期間経過後の配当金に関するご照会
 ◦その他株式事務に関する一般的なご照会

口座を開設されている証券会社まで
お問い合わせください。

 ◦届出住所等のご変更
 ◦配当金の受領方法・振込先のご変更
 ◦単元未満株式の買取のご請求

 株式に関するお問い合わせ

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

決算発表

株主総会

配当基準日

有価証券報告書
半期報告書

株主向け報告書

コーポレートレポート

株主向けイベント

● 中間配当株主確定

● 施設見学会

期末配当株主確定 ●

● 期末決算発表 ● 第1四半期決算発表 ● 第2四半期決算発表

● 半期報告書発行

● コーポレートレポート発行

● 株主向け報告書（中間期）開示

● 第3四半期決算発表

● 定時株主総会開催

● 有価証券報告書発行

● 招集通知発送




